
多数回落選者優遇措置

あき家入居者募集の公開抽選に一定回数落選した方（補欠の有効期間内に当選にいた

らなかった方。以下同じ）については、通常は１個の抽選玉であるところを所定の数の

抽選玉を増やして抽選をおこなうこととします。

１．優遇対象者

平成１５年６月募集以降の定期募集における、あき家入居者募集の公開抽選に３回以上落選し

た方が対象となります。ただし、市営住宅（または県営・町村営住宅）に居住する方を除きます。

２．落選回数の確認方法

各区役所市営住宅・市公社住宅相談コーナーが発行する「市営住宅申込状況確認カード」に定

期募集へ申し込みのたびに押印する受付印の数で確認します。

　ただし、郵送及びインターネットの入居申し込みの受付開始に伴い、入居申込者全員に「市営住宅

申込状況確認カード」への押印の有無にかかわらず、過去の落選回数に応じて優遇措置を行います。

（申込時の氏名について、婚姻などにより姓が変わったような場合や住所変更した場合は、窓口でお

申し出ください。）

３．優遇内容

申込時の直前６年間の定期募集のあき家入居者募集（抽選）における落選回数に応じた抽選玉

数（連続番号）を与えます。

下記の表をご参照ください。

過去の落選回数
抽 選 玉 数

通常玉数 優遇玉数 合計玉数

０～２回 １ ０ １

３～５回 １ １ ２

６～11回 １ ３ ４

12～17回 １ ５ ６

18回～ １ ７ ８

４．注 意

(1) 「市営住宅申込状況確認カード」を紛失しても再発行はしません。

(2)

(4)

　定期募集（先着順募集含む）で当選した場合は、「市営住宅申込状況確認カード」は回収し

ます。

(3)　申込みの受付方法（窓口・郵送・インターネット）にかかわらず、書類審査等で失格、辞退

した方のそれまでの落選回数は無効となります。

(5)

(6)

住宅困窮者募集における落選回数は「住宅困窮度申告書」に反映されます。

ただし、市営住宅（または県営・町村営住宅）に居住する方を除きます。

抽選の結果、順位の高い番号のみ有効となります。

※

※

優遇措置をうける場合は、申込時に「市営住宅申込状況確認カード」（原本）を提示のうえ、

優遇をうける旨を申し出てください （郵送及びインターネット申込は除きます。）。

抽選ハガキが郵送された時は、抽選番号が複数個付与されているのを確認し、不明な点

があれば、すみやかに申し出てください。

者
優
遇
処
置

多
数
回
落
選

新婚・子育て世帯募集における落選回数は優遇措置対象となりません。
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認定月額を計算します。（別表18「認定月額計算シート」を使用してください。）

★ 計算の対象となる収入

★ 計算の対象とならない収入

※ 注意事項

○　給与収入等（賞与、残業、その他の手当を含む）。パート、アルバイトの収入はこれにあた
　ります。
○　国民年金、厚生年金、恩給等。
○　日雇い等の収入。
○　事業等による収入。生命保険等の外交員報酬等はこれにあたります。
○　その他、利子や配当など継続的な収入で課税対象となる収入。
※　計算の対象となる収入の種類が２つ以上ある方は、各々の年間の所得金額を計算した後で合
　算し、個人の年間の所得金額とします。たとえば、給与と年金の両方の収入がある方は、給与
　の年間の所得金額と年金の年間の所得金額の合計が年間の所得金額となります。
　（所得税法上の年間所得金額とは異なります。）

○　遺族が受給している恩給及び年金。障害年金。老齢福祉年金。
○　退職一時金、雇用保険金、労災保険金、休業補償金、傷病手当等。
○　児童扶養手当、特別児童扶養手当、児童手当。
○　生活保護の扶助費。
○　仕送り、養育費等。
○　特別定額給付金、子育て世代への臨時特別給付金等。

○　満年齢などはすべて申込日を基準日とします。
○　休業・休職等により無収入の期間がある方は、最近一年間に得た収入を年収とし、16～17ペ
　ージの例にならって計算します。
○　１人で二種類以上の収入を得ているとき（例：給与収入と年金収入）は、さきに各々の年間
　の所得金額を算出し、合算します。
○　１人で同じ種類の収入を２ヵ所以上から得ているとき（例：昼と夜２つの勤めをし、各々か
　ら給与を得ている）は、まず収入を合計してから所得金額を算出します。
○　指定した期日までに退職予定の方は、収入がないものとして計算します。（入居手続き日に

○　給与収入と年金収入の両方がある場合は租税特別措置が適用されます。
　退職の事実を証明する書類を提出しないと失格となり、入居許可が取り消されます。）

世帯の年間の
所 得 金 額

控 除 額
の 合 計 12（ヵ月） 認 定 月 額

認 定 年 額

次の例で次ページから所得を計算していきます。
北九州　　A夫　　申込者本人。会社員。満49歳。
北九州　　B子　　妻。専業主婦。満45歳。
八　幡　　C子　　長女。事業専従者。満25歳。同居を希望。
八　幡　　D夫　　長女の夫。事業主。満30歳。同居を希望。
小　倉　　E子　　妻の母。老齢年金受給中。満65歳。夫と死別。同居を希望。
北九州　　F夫　　長男。満21歳。同居を希望。

－ ÷ ＝

所 得 の 計 算　方　法

計
算
方
法
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の
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賞与支給実績（冬期のみ）

年間の給与収入額（①＋②）

17ページの表にあてはめた　　　
年間所得金額　　

年間収入金額
年間所得金額

上記のとおり相違ないことを証明します。
　　　　令和○年６月11日

※この証明書は黒色の電子公印を使用しています。

※　月々の給与は日割り分を除いたうえで合算し、その
　月数で割ったあと12倍してください。（１円未満の端数
　は切り捨て）
※　賞与は支給実績だけを加えてください。（賞与が○ヵ
　月分という定めがあっても、まだ実際に支給されてい
　ない場合は算入しません。）

２

ア

300,000円 …

2,400,000円 …

1,600,000円 イ…

ア

ア

2,400,000円 …
1,600,000円 イ

イ

…

１2,100,000円 …
1,225,000円 ÷ ７ヵ月 × 12ヵ月

（１円未満切り捨て）

市県民税所得額（課税・非課税）証明書前年分給与所得の源泉徴収票

◇　給与収入の場合（以下の３種類があります。）
その１

◎　前年１月１日以前より、ひきつづき現在の勤務をされている場合。

その２

◎　前年の途中またはそれ以降から、ひきつづき現在の勤務をされていて、すでに日割りでな

い給与を受給している場合。

計
算
方
法

所

得

の

￥1,600,000

2,400,000 1,600,000

北九州　A夫

△△商事

￥1,600,000

￥2,400,000

1,600,000 465,800
35,000

430,000

氏 名

給 与

給 与 収 入

総 所 得 金 額 等

合 計 所 得 金 額 所得控除額計

社 会 保 険 料

基 礎
生 命 保 険 料

課 税 標 準 額 税額控除額計
調 整 控 除

配 当 控 除

税 額 調 整

住 宅 ロ ー ン

外 国 税 額

外 国 税 額

配 当・譲 渡

配 当・譲 渡

寄 付 金

寄 付 金

住 宅 ロ ー ン

税 額 調 整

配 当 控 除

調 整 控 除

令 和 年 分 円 円 円 円 円

住所（現況）
（1 月 1 日現在）

摘　要

老人

（　　　　　　　 ）

（　　　　　　　 ）
（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

均等割

所得割

所得割

均等割

減免額

扶養親族（人）

（同一生計配偶者
　　を除く）

同一生計配偶者

本人該当

０ ０
０ ０ ０ ０

上記以外の
所得金額等

総所得金額 市
民
税内

　訳

県
民
税

市

　民

　税

県

　民

　税

令和 年度
市県民税額

同居 特定 計年少その他
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年間の給与収入金額から年間の所得金額を計算する方法
《お知らせ》令和７年度税制改正で「給与所得控除」に関する見直しが行われました。
　　　　　　（令和６年分の給与所得控除：55万円、令和７年分の給与所得控除：65万円）
　　　　　　令和７年分以後の所得について適用されます。
※　（令和７年分）給与収入の方は、下の表で年間の所得金額を計算して下さい。
※　給与収入の方が２人以上いる場合は、各々で算出した年間の所得金額を合算してください。
※　事業収入や年金収入など、給与収入以外の収入はこの表を使えません。

年間の給与収入金額 年間の所得金額の計算

年間の所得金額＝０円

年間の給与収入金額－650,000円＝年間の所得金額

端数処理
ア×0.7－ 80,000円＝年間の所得金額

ア×0.8－440,000円＝年間の所得金額

年間の給与収入金額×0.9－1,100,000円＝年間の所得金額

０円
650,999円

から
まで

…左の給与収入のアを記入します。

年間の所得金額
１,６００,０００円 …計算の結果イとなります。

651,000円
1,899,999円

から
まで

1,900,000円
3,599,999円

から
まで

3,600,000円
6,599,999円

から
まで

6,600,000円
8,499,999円

から
まで

年間の給与収入金額 円

年間の給与収入金額を4,000で割
り、１円未満の端数を切り捨
てます。出た答えに再度4,000
をかけ戻し、出た額を右の
アに当てはめてください。

※　時給の場合
　年間の給与収入＝時給×１日の実働時間
　　　　　　　　　×１ヵ月の就労日数×12
※　日給の場合
　年間の給与収入＝日給×１ヵ月の就労日数×12
※　月給の場合は残業手当や歩合給部分などを除いた、
　定額で支払われる額だけを12倍してください。

下の表にあてはめた
年間所得金額

（１円未満切り捨て）

ア

イ1,600,000円 …

2,400,000円 …200,000円 × 12ヵ月

その３

◎　前年の途中またはそれ以降から、ひきつづき現在の勤務をされていて、まだ日割りでない

満額の給与を受給していない場合。

計
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賞与支給実績（冬期のみ）

年間の給与収入額（①＋②）

17ページの表にあてはめた　　　
年間所得金額　　

年間収入金額
年間所得金額

上記のとおり相違ないことを証明します。
　　　　令和○年６月11日

※この証明書は黒色の電子公印を使用しています。

※　月々の給与は日割り分を除いたうえで合算し、その
　月数で割ったあと12倍してください。（１円未満の端数
　は切り捨て）
※　賞与は支給実績だけを加えてください。（賞与が○ヵ
　月分という定めがあっても、まだ実際に支給されてい
　ない場合は算入しません。）

２

ア

300,000円 …

2,400,000円 …

1,600,000円 イ…

ア

ア

2,400,000円 …
1,600,000円 イ

イ

…

１2,100,000円 …
1,225,000円 ÷ ７ヵ月 × 12ヵ月

（１円未満切り捨て）

市県民税所得額（課税・非課税）証明書前年分給与所得の源泉徴収票

◇　給与収入の場合（以下の３種類があります。）
その１

◎　前年１月１日以前より、ひきつづき現在の勤務をされている場合。

その２

◎　前年の途中またはそれ以降から、ひきつづき現在の勤務をされていて、すでに日割りでな

い給与を受給している場合。

計
算
方
法

所

得
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￥1,600,000

2,400,000 1,600,000

北九州　A夫

△△商事

￥1,600,000

￥2,400,000

1,600,000 465,800
35,000

430,000

氏 名

給 与

給 与 収 入

総 所 得 金 額 等

合 計 所 得 金 額 所得控除額計

社 会 保 険 料

基 礎
生 命 保 険 料

課 税 標 準 額 税額控除額計
調 整 控 除

配 当 控 除

税 額 調 整

住 宅 ロ ー ン

外 国 税 額

外 国 税 額

配 当・譲 渡

配 当・譲 渡

寄 付 金

寄 付 金

住 宅 ロ ー ン

税 額 調 整

配 当 控 除

調 整 控 除

令 和 年 分 円 円 円 円 円

住所（現況）
（1 月 1 日現在）

摘　要

老人

（　　　　　　　 ）

（　　　　　　　 ）
（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

（　　　　　　 ）

均等割

所得割

所得割

均等割

減免額

扶養親族（人）

（同一生計配偶者
　　を除く）

同一生計配偶者

本人該当

０ ０
０ ０ ０ ０

上記以外の
所得金額等

総所得金額 市
民
税内

　訳

県
民
税

市

　民

　税

県

　民

　税

令和 年度
市県民税額

同居 特定 計年少その他
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年間の給与収入金額から年間の所得金額を計算する方法
《お知らせ》令和７年度税制改正で「給与所得控除」に関する見直しが行われました。
　　　　　　（令和６年分の給与所得控除：55万円、令和７年分の給与所得控除：65万円）
　　　　　　令和７年分以後の所得について適用されます。
※　（令和７年分）給与収入の方は、下の表で年間の所得金額を計算して下さい。
※　給与収入の方が２人以上いる場合は、各々で算出した年間の所得金額を合算してください。
※　事業収入や年金収入など、給与収入以外の収入はこの表を使えません。

年間の給与収入金額 年間の所得金額の計算

年間の所得金額＝０円

年間の給与収入金額－650,000円＝年間の所得金額

端数処理
ア×0.7－ 80,000円＝年間の所得金額

ア×0.8－440,000円＝年間の所得金額

年間の給与収入金額×0.9－1,100,000円＝年間の所得金額

０円
650,999円

から
まで

…左の給与収入のアを記入します。

年間の所得金額
１,６００,０００円 …計算の結果イとなります。

651,000円
1,899,999円

から
まで

1,900,000円
3,599,999円

から
まで

3,600,000円
6,599,999円

から
まで

6,600,000円
8,499,999円

から
まで

年間の給与収入金額 円

年間の給与収入金額を4,000で割
り、１円未満の端数を切り捨
てます。出た答えに再度4,000
をかけ戻し、出た額を右の
アに当てはめてください。

※　時給の場合
　年間の給与収入＝時給×１日の実働時間
　　　　　　　　　×１ヵ月の就労日数×12
※　日給の場合
　年間の給与収入＝日給×１ヵ月の就労日数×12
※　月給の場合は残業手当や歩合給部分などを除いた、
　定額で支払われる額だけを12倍してください。

下の表にあてはめた
年間所得金額

（１円未満切り捨て）

ア

イ1,600,000円 …

2,400,000円 …200,000円 × 12ヵ月

その３

◎　前年の途中またはそれ以降から、ひきつづき現在の勤務をされていて、まだ日割りでない

満額の給与を受給していない場合。
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（例）八幡Ｄ夫の場合
前年分確定申告書（控）より

（例）北九州Ｆ夫の場合
前年分確定申告書（控）より

キ

オ

ウ

ウ

エ

エ

キ

オ

　妻の年間収入金額

※妻が専従者給与を受けているので17ページの方法で計算する。

1,000,000円 － 650,000円

本人の年間収入金額

本人の年間の所得金額

円…

カ妻の年間の所得金額 350,000円…

2,000,000円…

1,000,000

1,000,000

円…

年間収入金額 900,000円…

ク

ク

…年間の所得金額 250,000円

－18－

◇　事業等による収入の場合
その１
◎　前年１月１日以前から、ひきつづき現在の事業をされている場合。
※　ここでいう事業等には生命保険の外交員などの方も含まれます。
※　専従者給与を受けている方は給与として計算します。17ページの方法で計算して下さい。

その２

◎　前年の途中以降から事業をはじめた方、
　または、確定申告が未申告の場合は、巻末
　に綴じ込んでいる「収支明細書」（別表３）
　を使用してください。

◇　日雇い等の収入の場合
その１

◎　前年１月１日以前から、ひきつづき勤務先、
　勤務日とも不特定な日雇いをされている場合。
※　日雇いによる収入でも勤務先が同じ方は給与収入の
　場合と同じ計算方法（16～17ページ）を用います。
前年分の確定申告書（控）をご用意ください。

その２

◎　前年の途中以降から日雇いをはじめた方、
　または、確定申告が未申告の場合は、巻末に
　綴じ込んでいる「収支明細書」（別表３）を
　使用してください。

計
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法

所
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０

1,000,000

妻八幡Ｃ子 12月

００００9

００００５２

００００５２

００００００２

００００００１

００００００１

前年分公的年金の源泉徴収票

（例）小倉Ｅ子65歳の場合

年間の年金収入金額

（１円未満切り捨て）
※この例では65歳以上で計算しています。

1,400,000 円　－　1,100,000 円

1,400,000 円…

300,000 円

ケ

ケ

… コ

年間の年金収入金額から年間の所得金額を計算する方法
※　年金収入の方は、下の表で年間の所得金額を計算してください。(ただし、遺族年金および
　　障害年金等は収入として算定しません｡）
※　満65歳以上の方と65歳未満の方では計算の方法が違います。ご注意ください。
※　計算結果の１円未満の端数は切り捨ててください。
※　年金収入の方が２人以上いる場合は、各々で算出した年間の所得金額を合算してください。
※　給与収入や事業収入など、年金収入以外の収入はこの表を使えません。

年間の年金収入金額 年間の所得金額
年間の所得金額＝００円 から

600,000円 まで

年間の年金収入金額 － 600,000円＝年間の所得金額600,001円 から
1,299,999円 まで

年間の年金収入金額×0.75－ 275,000円＝年間の所得金額1,300,000円 から
4,099,999円 まで

年間の年金収入金額×0.85－ 685,000円＝年間の所得金額

年間の年金収入金額×0.95－1,455,000円＝年間の所得金額

年間の所得金額＝０

年間の年金収入金額 － 1,100,000円＝年間の所得金額

年間の年金収入金額×0.75－ 275,000円＝年間の所得金額

年間の年金収入金額×0.85－ 685,000円＝年間の所得金額

年間の年金収入金額×0.95－1,455,000円＝年間の所得金額

4,100,000円 から
7,699,999円 まで

から
9,999,999円 まで
7,700,000円 

から
9,999,999円 まで
7,700,000円 

…上のケを記入します。

０円 から
1,100,000円 まで
1,100,001円 から
3,299,999円 まで
3,300,000円 から
4,099,999円 まで
4,100,000円 から
7,699,999円 まで

65
歳
未
満

65
歳
以
上
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◇　年金の収入の場合
その１

◎　前年１月１日以前から、ひきつづき同じ年金を受給されている場合。

※　遺族年金、障害年金等は収入としては算定しません。

１．前年分公的年金の源泉徴収票をご用意ください。

２．公的年金の源泉徴収票のなかの支給金額が年間の
年金収入金額になります。年間の収入金額を下ペ
ージの表にあてはめ年間の所得金額を計算してく
ださい。
※　年金は、満65歳以上の方と65歳未満の方とでは計算方法

が違います。ご注意ください。

その２
◎　前年の途中またはそれ以降から年金を受給

された方は、「年金証書」を用い、上記と同じ
方法で計算します。

計
算
方
法

所

得

の

年間の年金収入金額 円1,400,000

年間の所得金額
３００,０００円 … 計算の結果コとなります。



（例）八幡Ｄ夫の場合
前年分確定申告書（控）より

（例）北九州Ｆ夫の場合
前年分確定申告書（控）より

キ

オ

ウ

ウ

エ

エ

キ

オ

　妻の年間収入金額

※妻が専従者給与を受けているので17ページの方法で計算する。

1,000,000円 － 650,000円

本人の年間収入金額

本人の年間の所得金額

円…

カ妻の年間の所得金額 350,000円…

2,000,000円…

1,000,000

1,000,000

円…

年間収入金額 900,000円…

ク

ク

…年間の所得金額 250,000円
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◇　事業等による収入の場合
その１
◎　前年１月１日以前から、ひきつづき現在の事業をされている場合。
※　ここでいう事業等には生命保険の外交員などの方も含まれます。
※　専従者給与を受けている方は給与として計算します。17ページの方法で計算して下さい。

その２

◎　前年の途中以降から事業をはじめた方、
　または、確定申告が未申告の場合は、巻末
　に綴じ込んでいる「収支明細書」（別表３）
　を使用してください。

◇　日雇い等の収入の場合
その１

◎　前年１月１日以前から、ひきつづき勤務先、
　勤務日とも不特定な日雇いをされている場合。
※　日雇いによる収入でも勤務先が同じ方は給与収入の
　場合と同じ計算方法（16～17ページ）を用います。
前年分の確定申告書（控）をご用意ください。

その２

◎　前年の途中以降から日雇いをはじめた方、
　または、確定申告が未申告の場合は、巻末に
　綴じ込んでいる「収支明細書」（別表３）を
　使用してください。
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０

1,000,000

妻八幡Ｃ子 12月

００００9

００００５２

００００５２

００００００２

００００００１

００００００１

前年分公的年金の源泉徴収票

（例）小倉Ｅ子65歳の場合

年間の年金収入金額

（１円未満切り捨て）
※この例では65歳以上で計算しています。

1,400,000 円　－　1,100,000 円

1,400,000 円…

300,000 円

ケ

ケ

… コ

年間の年金収入金額から年間の所得金額を計算する方法
※　年金収入の方は、下の表で年間の所得金額を計算してください。(ただし、遺族年金および
　　障害年金等は収入として算定しません｡）
※　満65歳以上の方と65歳未満の方では計算の方法が違います。ご注意ください。
※　計算結果の１円未満の端数は切り捨ててください。
※　年金収入の方が２人以上いる場合は、各々で算出した年間の所得金額を合算してください。
※　給与収入や事業収入など、年金収入以外の収入はこの表を使えません。

年間の年金収入金額 年間の所得金額
年間の所得金額＝００円 から

600,000円 まで

年間の年金収入金額 － 600,000円＝年間の所得金額600,001円 から
1,299,999円 まで

年間の年金収入金額×0.75－ 275,000円＝年間の所得金額1,300,000円 から
4,099,999円 まで

年間の年金収入金額×0.85－ 685,000円＝年間の所得金額

年間の年金収入金額×0.95－1,455,000円＝年間の所得金額

年間の所得金額＝０

年間の年金収入金額 － 1,100,000円＝年間の所得金額

年間の年金収入金額×0.75－ 275,000円＝年間の所得金額

年間の年金収入金額×0.85－ 685,000円＝年間の所得金額

年間の年金収入金額×0.95－1,455,000円＝年間の所得金額

4,100,000円 から
7,699,999円 まで

から
9,999,999円 まで
7,700,000円 

から
9,999,999円 まで
7,700,000円 

…上のケを記入します。

０円 から
1,100,000円 まで
1,100,001円 から
3,299,999円 まで
3,300,000円 から
4,099,999円 まで
4,100,000円 から
7,699,999円 まで

65
歳
未
満

65
歳
以
上
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◇　年金の収入の場合
その１

◎　前年１月１日以前から、ひきつづき同じ年金を受給されている場合。

※　遺族年金、障害年金等は収入としては算定しません。

１．前年分公的年金の源泉徴収票をご用意ください。

２．公的年金の源泉徴収票のなかの支給金額が年間の
年金収入金額になります。年間の収入金額を下ペ
ージの表にあてはめ年間の所得金額を計算してく
ださい。
※　年金は、満65歳以上の方と65歳未満の方とでは計算方法

が違います。ご注意ください。

その２
◎　前年の途中またはそれ以降から年金を受給

された方は、「年金証書」を用い、上記と同じ
方法で計算します。

計
算
方
法

所

得

の

年間の年金収入金額 円1,400,000

年間の所得金額
３００,０００円 … 計算の結果コとなります。



◎　認定月額計算シートを使って、16～19ページで計算したそれぞれの所得の合算から認定月
額を計算します。

※　従ってこの例の世帯の収入階層は22ページの収入階層表からAランクとなります。

認定月額計算シート（試算用紙）

㋐

㋔

㋖

㋘

㋒

㋑

㋕

㋗

㋙

㋚

㋛

㋜

㋓
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計
算
方
法

所

得

の

１．年間の所得金額

２．控除額

３．認定月額

氏　　名 収入の種類

内　　容 控除額

380，000円×　　人 0,000円

0,000円

0,000円

0,000円

0,000円

0,000円

0,000円

円

円

円

円

380，000円×　　人

250，000円×　　人

100，000円×　　人

100，000円×　　人

400，000円×　　人

270，000円×　　人

円

円

円

円

円

円
円 円

円
円 円

円

円

控除額計控除の種類

同 居 親 族 控 除 申込者を除く同居しようとする親族（婚約者、内縁関
係、パートナーシップ宣誓書受領証の受領者を含む）

入居はしないが入居者の扶養を受けている人

扶養親族の中で満16歳以上23歳未満の人があ
る場合

扶養する配偶者が満70歳以上である場合

扶養親族の中で満70歳以上の人がある場合

申込者を含む入居者または扶養親族で重度の
障害者がある場合
申込者を含む入居者または扶養親族で特別障
害者にはあたらない障害者がある場合
申込者を含む入居者で過去一年間において給与所得又は
公的年金等に係る雑所得を有する者がある場合

世帯の年間の所得金額
円

世帯の控除額（合計）
円

認定年額

（１円未満の端数切り捨て）

円

認定月額
円

認定年額
円

世帯の控除額（合計）

世帯の年間の所得金額（合計）

所得のある人が寡婦である場合 270，000円×　　人
（所得額が 2 7 万 円 以
　下 の 場 合 は そ の 額 ）

100，000円×　　人
（所得額が 1 0 万 円 以
　下 の 場 合 は そ の 額 ）

350，000円×　　人
（所得額が 3 5 万 円 以
　下 の 場 合 は そ の 額 ）

別 居 親 族 控 除

特 定 扶 養 控 除

老 人 扶 養 控 除

所得のある人がひとり親である場合ひ と り 親 控 除

障 害 者 控 除

特別障害者控除

寡 婦 控 除

特 例 控 除

老人控除対象配偶者控除

年間収入金額 年間の所得金額

－ ＝

＝１２（ヵ月）÷

※詳細はP21を参照

北九州　A夫
北九州　B子
八幡　　D夫
八幡　　C子
北九州　F夫
小倉　　E子

2,400,000
0

5 1,90

400,000

3,500,000 2,300,000 1,200,000

1,200,000 100,000

4

2,300,000

2,000,000
1,000,000
900,000

1,400,000

1,600,000
0

1,000,000
350,000
250,000
300,000

3,500,000

給与

事業
専従者給与
日雇い
年金

控除の種類 控除を受けられる方 控除額

同居親族控除
申込者を除く同居しようとする親族（婚約者、内縁関係、パートナーシップ
宣誓書受領証の受領者を含む）
・　出産予定の子は含みません。
・　同居しようとする親族は所得税法上の扶養関係がなくとも控除の対象となります。

１人につき
380,000 円

１人につき
380,000 円
１人につき
250,000 円
１人につき
100,000 円
１人につき
100,000 円

１人につき
400,000 円

１人につき
270,000 円

所得税法上の扶養親族のうち、入居はしないが入居者の扶養を受けている方
・　例：東京の大学に下宿しながら通っている扶養親族

所得税法上の同一生計配偶者のうち、年齢が満70歳以上の方

所得税法上の扶養親族のうち、年齢が満70歳以上の方
・　配偶者は該当しません。

所得税法上の扶養親族のうち、年齢が満16歳以上23歳未満の方
・　配偶者は該当しません。

１

２

３

４

５

７

別居親族控除

特定扶養控除

老人扶養控除

９ 障 害 者 控 除

先の例（15ページ）での控除を計算すると以下のとおりとなります。

老人控除対象
配 偶 者 控 除

寡 婦 控 除

６ ひとり親控除

10 特 例 控 除

８ 特 別 障 害 者
控 除

世帯の所得金額からつぎの表の控除を差し引いてください。1の入居する家族の控除は単身者を
除くすべての世帯に該当します。3～�の控除が該当する場合は、1および2の控除に併せて差
し引いてください。

１人につき
270,000 円

（ただし、その者の
　所得額から10万円
　を控除した残高が
　27万円以下の場合
　はその額）

（ただし、その者の
　所得額から10万円
　を控除した残高が
　35万円以下の場合
　はその額）

１人につき
350,000 円

１人につき
100,000 円

（ただし、所得が
10万円以下の場合
はその額）

同居親族控除 ………………… 380,000 円 × ５人 ＝　1,900,000 円 ……

控 除 合 計 ス

サ

特 例 控 除 ………………… 100,000 円 × ４人 ＝　 400,000 円 …… シ

2,300,000 円 ……

所得控除額の計算方法

の
計
算
方
法

所
得
控
除
額

所得額税法上の寡婦・ひとり親控除が認められており、以下、１、２のいずれ
かに該当する場合、控除の対象となります。
１.　ひとり親控除 …現に婚姻していない方又は配偶者が生死不明などの方で、
　　　　　　　　　　次の⑴～⑶のいずれにも当てはまる方
　　⑴　年間の所得額が500万円以下であること
　　⑵　※１生計を一にする子がいること
　　⑶　※２事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる者がいないこと
２.　寡婦控除 …上記の「ひとり親」に当たらない方で、次の⑴～⑶のいずれ
　　　　　　　　にも当てはまる方
　　⑴　合計所得金額が500万円以下であること
　　⑵　以下のいずれかに該当すること
　　　①夫と死別した後婚姻をしていない方又は夫が生死不明などの方
　　　②夫と離別した後婚姻をしていない方で、扶養親族を有する方
　　⑶　※２事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる者がいないこと
　※１　所得がない又は年間の所得額が48万円以下で他の所得者の同一生計配
　　　　偶者や扶養親族になっていない子のことです。
　※２　あなたが世帯主の場合は、住民票の続柄に「夫（未届）」や「妻（未
　　　　届）」の記載がないこと、あなたが世帯主でない場合は、あなたの住
　　　　民票の続柄が世帯主の「夫（未届）」や「妻（未届）」と記載されて
　　　　いないことをいいます。
　・ひとり親、寡婦とも所得があるときに限り控除します。所得のない方は控
　　除しません。

申込者、同居しようとする親族または扶養親族で次のいずれかに該当する方
⑴　身体障害者手帳の交付を受けている方…このうち１～２級は特別障害者控除
⑵　療育手帳の交付を受けている方…このうちＡ－１、Ａ－２は特別障害者控除
⑶　精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方…このうち１級は特別障害
　者控除
⑷　戦傷病者手帳の交付を受けている方…このうち特別項症から第３項症まで
　は特別障害者控除
⑸　原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律の規定により厚生労働大臣の認
　定を受けている方…特別障害者控除
⑹　その他、障害者と認められる公的な証明ができる方

申込者を含む入居者で過去一年間において給与所得又は公的年金等に係る雑所
得を有する方（所得税法の一部改正に伴う措置）

－21－


